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はじめに
わが国の都道府県ならびに市区町村の教育委員会は，地方教育行政法を根拠として設置されてい
る。教育委員会の委員定数の標準は 5名であり，委員の一人である教育長は，教育委員会の事務の執
行責任者，統括者，首席補助執行者であり，専門的助言者でもある。地方教育行政法の規定によると，
教育長の職務は「教育委員会の指揮監督の下に，教育委員会の権限に属するすべての事務をつかさど」
（第 17条 1項）り「教育委員会のすべての会議に出席し，議事について助言する」（同条 2項）こと
のほかに，「事務局の事務を統括し，所属の職員を指揮監督する」（第 20条 1項）。教育長は教育委員
会で決定された教育政策の実施と管理だけでなく，その形成過程に関しても実質的に重要な役割を果
たしている。
1990年代以降にわが国で積極的に推進されるようになっている地方分権や規制緩和の影響は教育
行政にも及んでいる。教育行政や教育委員会の制度改革と軌を一にして，教育長の身分や任期に関し
てのみならず，その有する権限や責任に関しても今後は大きな変化が予想される。こうした状況を反
映して，わが国において近年，教育長を対象とした調査研究が活発化しその成果が公表されてきてい
る 1）。佐々木（2006）も河野（2007）も主題がわが国の教育長研究であるにもかかわらず，佐々木は
アメリカの教育長像の変遷について著書の中で１項を割き，河野にいたっては「アメリカにおける教
育長リーダーシップ研究」と題して１つの節を独立させている。これらの研究書の中で著者たちがア
メリカの研究に言及しているのは，アメリカこそわが国教育委員会制度の母国であり，豊穣な研究蓄
積を有するアメリカの研究動向について検討することは，わが国の教育長職の実態や課題を分析し課
題解決の示唆を得られると考えるからであろう。佐々木らの研究にとどまらず，わが国ではアメリカ
の教育長について一定の研究蓄積が見出される。代表的な論者として西東を挙げることができるし，
照屋の研究も貴重な業績である 2）。
本論文は，佐々木や河野らのわが国ならびにアメリカの教育長研究の欠落視点を埋めることを目的
とするのではない。そして，西東らによる教育長のリーダーシップや専門職性についての今日的動
向について，新たに発掘した資史料と独自の視角からのアプローチを用いたアメリカ教育長研究でも
ない。
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筆者はアメリカ地方教育統治の実態と課題についての総合的研究を継続しており，本研究はその一
環に位置づく。代表的な地方教育統治機関である教育委員会の理念や実態について包括的に理解する
ためには，教育委員会の機能において重要な役割を果たしている教育長職の実態についての理解が欠
かせない。地方学区レベルの教育長職の今日的な課題について明らかにすることを目的として，以下
では職の設置と発展について概要を理解し，次いで，教育長自身の属性について特色を描出するとと
もに，キャリア形成における近年の新たな動向についてその背景や実態について概説する。そして，
教育長の役割を歴史的変遷と現代的展開に分けて論じ，教育長の職務遂行の困難性について検討を加
え，最後に教育長のリクルートや教育委員会事務局とのかかわりにおける課題について触れる。
Ⅰ．教育長職の設置と発展
アメリカにおける教育長（superintendent）とは，公立学校の設置運営を目的とした教育行政単位
である学区の教育委員会に雇用され，教育委員会の決定した教育政策を実施し教育事務の管理運営を
委ねられた教育行政職である。なお，州レベルでも教育の最高執行責任者である教育長は設置されて
いるが，本稿で対象とするのは学区教育長である 3）。
以下では，教育長職の設置と進展についての概要を示しておきたい。学区の教育長職は 19世紀半
ばに設置され，1837年から 1850年の間に 13の都市学区がこの職を設置した 4）。そして 1890年代の
初めまでにはほとんどの主要都市で教育長職が設置されるようになった。
教育長職が設置されるまでの学校業務はどのように行われていたのであろうか。19世紀の初期か
ら半ばころまで，教育委員会の個々の委員が学校の設置と維持に関わる特定の側面について担当して
いた。一部の委員は教員の人事を担当し他の委員は学校の施設設備の設置や保守を担当し，机を組み
立て教材を購入し授業を査察する委員もいた。学区が拡大すると学校管理に関わる仕事は素人教育委
員の手に負えなくなり，委員に代わって教育長が担うようになった（Blount, 2006: 975）5）。このよう
に，教育行政業務の絶対量の増加や複雑化や学区の規模拡大に対応して教育長が任命されるようにな
り，専任職としての教育長職は都市部を中心に広く浸透していった。
教育長職が設置されるようになった当初は，特に小規模の農山村部の学区では専門職としての経験
もなく訓練や研修もないままに教育長は就任していた。教育長に学区のリーダーシップを委ねると
いった今日的な理解とは無縁に，教育委員会は漠然とした専門的知識への期待にもとづいて教職経験
者の中から教育長を任命した。たとえば，J.M.クローニン（Joseph M. Cronin）は先行研究を用いな
がら以下の事例を紹介している。すなわち，最初に着任したバッファローの教育長は「どこに学校が
あるのかを確かめる」ことから職務を開始しており，新興都市では正確な学校一覧表が作成されてお
らず，教育長は手始めに軽装馬車に乗って学校調査を行った（Cronin, 2001: 177）。手探りで教育管理
業務が遂行されていた時期が長く続いたものの，やがて学区の規模拡大と業務の複雑化に応じて教育
長職は大きな変化を経験するようになる。
教育長が専門性を基盤として自律的に教育行政を遂行しようとすると，それまで学校管理業務を
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担っていた教育委員との角逐に遭遇することとなった。後に触れる初期の教育行政学者として著名な
E.P.カバレー（Ellwood P. Cubberley）がサンディエゴの教育長に就任していた当時の様子について
論じている 1930年代の研究書をクローニンらは次のように引用している。すなわち，当時の教育委
員は 16名で構成され，教員の雇用・評価・昇任・解雇，教科書採択，商取引の処理などをはじめと
して 16の常置委員会が活動していた。カバレーは教育委員会を説得して，教育委員会が彼の月次報
告に耳を傾け，彼の勧告にもとづいて活動し，彼のすべての提案と勧告を考慮するように一歩一歩導
いた（Cronin, 2003: 178）。
単なる教育委員会の使用人から教育行政専門職者に変化しつつあったのと同時並行で，多様な教育
行政の機能を担っていた教育委員会は構成にせよ常置委員会にせよその数を縮小し役割を変化させ，
しだいに直接的な指揮監督を縮小していった。ただし教育長と教育委員の間での教育統治をめぐる権
力や権限の綱引きは続き，教育長の地位が安定するには長期間が必要であった。
19世紀末までにほとんどの都市教育委員会で教育長職が設置されたのであるが，その要因として，
大都市学区の発展，農村部学区の統合，義務就学法の制定，教育責任体制の確立，効率化への期待
などがあった（Kowalski, 2005: 144）。前述のように，初期の教育長の役割は教育委員会の事務官でし
かなかった。ところが，社会経済の変化や義務教育の実施に直面して，教育行政の領域が拡大し強化
されると同時に，教育行政は人々からの批判にさらされるようにもなった。たとえば，新聞は学校
や学区の運営の際の非効率や政治的腐敗の実態を暴き厳しく糾弾しており，こうした批判への対応と
して教育長自身が職の専門職化を追求し始めた。スタンフォード大学，シカゴ大学，コロンビア大学
ティーチャーズカレッジなどは質の高い学校行政職者を養成する大学院プログラムを創設した。スタ
ンフォード大学のカバレーは大学院レベルの教育プログラムを成功させたのみならず，数多くのテキ
ストを執筆して成立しつつある研究分野を主導する研究者となった。20世紀の最初の数十年で学区
のエリート教育行政官を養成する大学院教育プログラムが教育長養成の中心的な役割を果たすように
なった（Blount, 2006: 976）
紆余曲折を経たものの，都市部を中心としてではあるが，19世紀末から 20世紀初期にかけて教育
長職が専門職としてしだいに確立されるようになり，20世紀に入ってからは教育長養成の体系化も
図られるようになった。それでは，今日において，いかなる人々が教育長に就任しているのであろう
か。
Ⅱ．教育長の属性
現在の教育長の多くは就任以前に平均すると 6～ 7年の教員経験があり，たいていは校長職や副校
長職にあった人々である。大都市学区では多くが教育長就任前に教育委員会事務局に勤務しているの
に対して，小規模学区では校長ないし副校長から直接に教育長に就任する場合が多い。教育長など管
理職希望者は上位の行政職の資格を得るために，広い分野の大学院教育を受ける。かつては出身学
区で教育長就任を目指したが今日では自学区以外の出身の教育長が 3分の 2を占める（Blount, 2006: 
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975）。
教育長の属性は，20世紀全体を通して男性が 87パーセントから 97パーセントを占め，ほとんど
すべてが既婚者である。人種・民族についての正確なデータはないが，20世紀全体を通しておそら
く有色の教育長は 1パーセント未満であろうし，ほとんどの教育長が中年層である（Blount, 2006: 
975）。他の論者によれば，20世紀後半の 50年間における教育長の平均年齢は 50歳であり，最も典
型的な教育長（48.5％）の経歴として，教員から副校長，校長，教育委員会事務局職員を経て就任し
ている。過半数の教育長は 40歳以降ないし 40歳代半ばで教育長に就任し，同一学区で 3年の雇用契
約を結び，平均すると 8.5年在職する。教育長としての通算在職年数の平均は 15～ 18年であり，そ
の間に 2～ 3の学区に勤務する。多くの教育長（68％）は，当該学区出身以外の人物が着任するもの
の，87.5％の教育長は 1つの州でキャリアを全うしている（Björk, 2005: 8）。
2003年に全米で 14,383の学区があるが，それらの中には名目だけの学区や，カウンティー学区に
複数の学区が含まれていたり，特別ニーズ教育のための学区や，少年司法区など特別の学区が存在し
ていたり，ある教育長は複数学区を担当している場合もある。たいていの学区に教育長が在職してい
ることは事実であるものの，学区の実態が多様であるために，正確な教育長数の把握は困難である。
2000年代半ばの調査によれば，教育長の 21.7パーセントは女性で，その数は増えている。平均年齢
は 54歳と 55歳の間である。マイノリティの教育長はおよそ 6パーセントであり，60パーセントは
博士号を取得している。教育長の平均在職年数は 5～ 6年であり，教育長の毎年の離職率は 14～ 16
パーセントである 6）。
教育長に有色者などのマイノリティが着任する比率は全米のマイノリティ比率と比較すると著しく
低いことは今までも指摘されていたが，1950年代，60年代の公民権運動や女性解放運動が高揚した
時期にマイノリティの就任を促進しようとの論調が強まった。こうした権利擁護の運動やデモグラ
フィーの多様化促進の運動は体系的・構造的にマイノリティを排除してきたアメリカの政治や社会の
問題性をあぶりだした。そのために教育行政官職にマイノリティや女性の特別枠を設けるなどの試み
が行われ一定の成果は得られたものの，全米平均からはほど遠いままであった（Blount, 2006: 977）。
学区の在籍児童生徒数が多くなればなるほど平均年収も高くなる。2007年度についてみると，在
籍数 2万 5千名以上の学区は約 21万ドル，2万 5千名未満 1万名以上は約 16万ドル，1万名未満 2
千 5百名以上は約 15万ドル，2千 5百名未満 3百名以上は約 11万ドルとなり，全体の平均は約 12
万 5千ドルであった 7）。
1990年代以降の教育長就任者に関する新たな動向として，一部の大都市に限ってではあるが，教
育界以外から着任する事例が見出されることである。該当する都市としてニューヨーク，シカゴ，ロ
スアンジェルス，シアトル，サンディエゴなどが挙げられる。シアトルでは元将軍（John Stanford）
が 1995年に着任して市民からの公立学校改革の期待を背負ったが，在任中の 1998年に死亡し，シア
トルの元ビジネスマン（Joseph Olchefske） が首席財務担当者を経て後任教育長として任命され 2002
年まで在職した。その後の教育長は教育委員会内の幹部や他学区の教育長経験者が着任している。ロ
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スアンジェルス学区は 2001～ 2006年にかけて元コロラド州知事（Roy Romer）を教育長に迎えてい
る。後任には元海軍中将（David L. Brewer）が着任し 2008年の任期途中で退職した。ただしその後
は他の大都市教育長を経験した教育関係者が着任している。サンディエゴは 1998年に司法長官任命
により南西部国境長官であった人物（Alan Bersin）が着任し，この教育長は 2005年にはカリフォル
ニア州知事によって州教育長に任命された。その後のサンディエゴは教育委員会内部出身者が就任
している。ニューヨーク市は弁護士で活躍した後に連邦政府の司法次官補となった人物（Joel Klein）
が 2002年に教育長に着任し 2010年まで在職した。後任には出版企業の会長（Cathie Black）が教育
長に就任したものの 2011年には教育委員を経験し副市長であった人物（Dennis Walcott）が新たに
着任している。シカゴではイリノイ州議会財政局やシカゴ市長部局の予算局長であった人物（Paul 
Vallas）が 1995年から 2001年まで教育長として着任し，その後は前教育長の下で人事部長であり，
2009年以降にオバマ新大統領の指名で連邦教育長官となった人物（Arne Duncan）が職務に就いた。
2011年時点での教育長（Jean-Claude Brizard）は教員経験を持ち前職がニューヨーク州ロチェスター
学区教育長であった。
かくして，教育長就任までのキャリアが，1990年代後半以降から一部の大都市においてではあれ，
教員経験や教育行政経験を有する人々だけでなく，教育には全く無縁の世界で活動していた人々も就
任する事例が見られるようになった。数十年にわたって築き上げられてきた教育長職の専門性の質的
な転換が起ころうとしているのかどうかについて即断はできない。なぜならば，上で簡単に触れたよ
うに，これらの都市における非伝統的キャリアの教育長は長期にわたって続いておらず，教育界出身
者に回帰する傾向も見出されるからである。
こうした傾向と平行して近年において顕著となってきたのは，従来とは異なる経路を用いた教育長
養成である。多くの教育長や学校管理者は大学卒業後に専門職養成の大学院である教育行政コースを
修了して修士号や博士号を取得している。教育長としての専門的力量は大学院レベルの教育で身に付
けることが通例であった。ところが，非伝統的な教育長養成課程を経た人物が教育長に着任するよう
になっている。すなわち，財団の運営による全米で唯一の教育長養成講座の受講生が主要都市で教育
長を始めとした教育行政職幹部として着任するようになっている。具体例として，ニューヨーク市，
シカゴ，デトロイト，セントポール，アトランタ，ニューオリンズ，ダラス，ヒューストン，デンバー，
ラスベガス，サクラメントなどを財団は紹介している 8）。この財団とは The Broad Foundationであ
り，包括的教育長アカデミー（Broad Superintendent Academy）と名付ける都市学校行政官養成プロ
グラムを提供している 9）。このアカデミーは都市部の公立学校システムを主導するためにビジネス，
非営利，軍部，市民および政府セクターなどで活動している人々を教育行政の首席行政長官（CEO）
や上級管理職として養成することを目的とした 10か月の経営管理者養成プログラムを実施している。
厳しい競争を勝ち抜いて選ばれた参加者は現職を継続しながら 7回にわたる無償の集中週末セッショ
ンに通って教育リーダーシップ，財政，管理，運営，組織システムについて首席行政長官としての知
識技能を身に付ける（Quinn, 2007）。また同財団は教育管理職養成だけでなく，教育行政職就任の仲
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介や着任後の支援なども行っている。このように，短期促成とでも呼べる養成課程の存在は従来の教
育長養成のあり方に強い影響を及ぼすこととなる。
教育長の属性については，性別にせよ，年齢にせよ，人種・民族にせよ，近年における大きな変化
は見出されないが，非伝統的教育長の着任と新たな教育長養成について注目すべき動向がある。教育
長に教育関係者以外からのリクルートがいくつかの都市で見出されているものの，その後の動向を見
ると拡大するようには思われない。教育長養成について，従来は大学が中心的ないしは独占的に担っ
てきたのであるが，全米全体から見ればほんの一部の都市に限定されているとはいえ，財団によって
養成されるようになってきていることが今日的特徴である。この養成ルートが拡大するか否かは即断
できないが，もし着任した学区で顕著なパフォーマンス改善が示されれば，これまで以上に着目され
る可能性は大いにある。
Ⅲ．教育長の役割
（1）教育長の役割の変遷
教育長の役割の歴史的変化として，T.J.コワルスキー（Theodore J. Kowalski）は R.E.キャラハ
ン（Raymond E. Callahan）と自身の研究をもとに以下の 5つに時期区分している。教師兼研究者
（1850−1900年代初期），マネージャー（1900年代初期−1930年），民主的リーダー（1930−1950年代半
ば），応用社会科学者（1950年代半ば−1970年代半ば），コミュニケーター（1970年代半ば−今日）で
ある （Kowalski, 2005: 145−149）（Kowalski, 2006: 37−48）。この区分は変化を的確に捉えていると考え
られるので，各期の特徴について簡潔に紹介しておきたい。
教師兼研究者としての教育長は，学級で有能な教員として活躍していた人々が就任し，勤務時間の
大部分を授業の監督に充て，カリキュラムの統一性に腐心していた。そして多くの都市教育長は専門
雑誌に哲学，歴史，教育学などの論文を発表していたし，学区教育長を経験した後に州教育長，大学
教授，大学学長などに就任する者もいた。次期のマネージャーとしての教育長とは，20世紀の初め
にアメリカが急激な産業化と都市化を経験し，大都市は大規模学区となり，人的・物的な資源の統制
を求められた。学校の管理運営の効率化を図るためにこの時期の教育長は管理の主眼として，教育財
政の効率化，運営の標準化，情実人事の一掃，施設設備の有効活用などを目指した。
続く民主的リーダーとしての教育長とは，1930年代の大恐慌期に教育資源と他の公共サービスの
資源との競合が激しくなり，教育長にロビイストや政治戦略家としての役割が期待されたことと，学
区の大規模化による組織運営の官僚制化に対抗して学区に民主主義を回復させようとする動向とが一
体となった。そのために，この時期の教育長は政策形成者，被雇用者，納税者の意向をくんで，教育
委員会の改革方針を方向づけることが求められた。
応用社会科学者としての教育長とは，次の動向を要因としている。第二次世界大戦以後の過度に理
想的で現実を無視しているとの民主的リーダーシップへの批判，1940年代末から 1950年代初期にか
けての社会科学の急激な発展，1950年代の財団から教育行政学への研究費支援，1950年代の公教育
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批判の高まりと改革のための社会科学研究への依存，ビジネス管理と公行政管理の同一視による教育
行政学の学問的確立，学校システムと学校外の法的，政治的，社会的，経済的システムの関連性に関
する理解の深まりなどである。コミュニケーターとしての教育長とは，全ての重要な学校改善の概念
や戦略は教育長が教師，父母，納税者とともに協力して共通のビジョンを構築して追求することを必
然化しており，教員と行政官が別々に業務遂行するのでなく相互の円滑で活発なコミュニケーション
の必要性があることを背景としている。
およそ 1世紀にわたる教育委員会とのいわば権力闘争を経ただけでなく，社会経済の変動に翻弄さ
れながら，諸科学の進展から強い影響を受けながら，教育長はその役割の基軸を変化させつつ職務遂
行している。それでは今日において，具体的にはいかなる義務と責任を教育長は担っているのであろ
うか。
（2）教育長の役割の現代的展開
教育委員会の主席行政長官である教育長は，教育委員会の作成した政策を実施し学区事務を管理す
る責任を持つ。学区管理の役割として，戦略的な計画案を主導するとともに，教育委員会の政策選択
肢を検討して意見勧告をおこなうこと，政策決定の際に教育委員会に助言すること，学校－コミュニ
ティ関係の現状や児童生徒の学力実態についての情報を提供することなどがある。他にも，教育長は
児童生徒の到達学力を確認し，人事に関する情報を教育委員会にあげ，地方や州や連邦の教育機関と
の協力的な関係を維持し，報道機関と連携して学区について人々に広報することなども重要な役割で
ある（Björk, 2005: 7−8）。
コワルスキーの言うように，現代教育長がコミュニケーターとしての役割を強く求められていると
すれば，それが求められるようになった背景とその内実について詳しく検討しておきたい。
1970年代以降の社会変化は，たいていは情報化や国際化などと呼ばれ，それまでの工業化・産業
化・都市化といった変化とは質的に異なる様相を呈している。学校教育は従来の知識詰め込み教育や
管理主義への傾斜からカリキュラム改善による教育の卓越性追求を主眼とするようになった。端的な
例が 1983年に発表された連邦政府の報告書である『危機に立つ国家』であった。おりからのアカウ
ンタビリティ運動の強い影響もあって，学校はパフォーマンスに基づく評価を強く求められるように
なった。教育の運営と責任を可能な限り教育の行われる場に近いところに委ねることで教育効果の最
大化を目的とした学校を基盤とした経営（school-based management）の推進と，学区が公立学校の
管理運営の責任を十全に果たしているのかどうかについての社会的な評価の厳格化という内外からの
強い圧力にさらされて，教育委員会の存在意義が問い直されてきた。その際に矢面に立ったのは教育
専門職としての教育長であり，教育長が公立学校を教育の卓越性に向けて適切な管理運営を行ってい
るのかどうかについて厳しく問われるようになった。
教育長の養成段階はむろんのこと現職教育長に対する研修を通じても専門性に関する要求が高度化
してきている。教育長は学校のパフォーマンスについて詳細な検討を経て課題を摘出しその結果につ
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いて広く学区民に広報することが求められるし，公立学校を取り巻く父母，地域住民，各種市民団体，
政治家など教育関係者や教育に関心のある人々からのインプットが増してきた。たとえば，家庭環境
や家族構成の急変，マイノリティなどの貧困層の継続と拡大，コミュニティでの共通文化や価値体系
の崩壊，イデオロギーの多元化と対立，技術革新の進展などが社会不安をあおり教育に不安の解消を
頼るようになった。さらには 1960年代くらいまでに形成されていた確固とした教育専門家への信頼
が大きくゆらいできたこともあいまって，教育関係者は内外の圧力に対処することを迫られている。
教育長は学校教育をめぐる学校内と学校外との間の結節点に位置づけられているがゆえに，相互の情
報や意思の疎通を円滑化するコミュニケーターとしての役割を強く求められるようになってきた。教
育長は希少資源をいかに効率的，合理的に配分するべきか，多様で矛盾的な価値観や文化やイデオロ
ギーを持つ人々の間をどのように調整すべきであるのか，ますます多様化する子どものニーズに相応
しい学校運営やカリキュラムや教授法は何かなどについて，非常に困難な舵取りを求められるように
なっている。
教育長と教育委員会の関係について触れておきたい。教育長の役割変化が起こった重要な要因の 1
つであると考えるからである。教育委員がパートタイムでなおかつボランティアとして職務に従事す
るのとは対照的に，教育長はフルタイムでなおかつ教育行政の専門職者として従事することから，教
育行政や教育政策に関わる情報量で教育長が圧倒的に優位に立つことは言うまでもない。教育委員の
素人性に由来する教育委員研修のみならず委員会の活動を方向付ける役割をも教育長は期待されてい
る。教育委員会組織の最高執行責任者として事務を統括し，政策決定権が教育委員にあったとしても
決定に必要な各種情報を組織したり委員会の決定議題を整理したりするのも教育長である。教育長は
教育委員会の意志決定や活動をマクロとミクロの両面にわたって制御できる位置にいる。組織的な意
志決定の観点から教育長はこのように実質的な決定権者として有利な位置にいる。付け加えると，特
に 1990年代以降は学力の向上・改善を主目的にしたカリキュラムや授業の改革，達成基準学力の設
定，テスト政策の強化など，アカウンタビリティの改善要求が厳しくなり，こうした教育専門的事
項に関わる政策形成において教育長の有する専門的知識や技術がこれまで以上に当てにされるように
なってきていることも，教育長の影響力強化の要因として重要である。
教育長には，今まで以上に，公教育が税によって運営されていることからくる複雑な政治的網の目
の理解が求められるし，大規模学区の場合は特に教育行政における官僚主義と戦い続けなければなら
ない。さらに教育長は学区の多様な文化についての深い理解や学力改善に関する幅広い有用な知識に
もとづいて，カリキュラムや教授に関わる専門的リーダーシップを発揮することが求められている。
（3）教育長の職務遂行の隘路
教育長は，特に大都市教育長は，わずかの資源しかもたないにもかかわらず学力向上を強く求めら
れており，数少ないながらも長期在職している教育長は多大な個人的犠牲を厭わない巧妙で柔軟な政
治家になっているように思われるし，あまり成功していない都市教育長は常に教育上のスローガンを
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広言するカリキュラム「特効薬」の運び屋のように見なされる（Glass, 2008: 307）。
教育長が職務遂行に際してこのように評されるほど困難を来すようになったのは 1960年代からで
あろう。それまでの教育長が有していた専門職者としての信頼性が揺らいできたからに他ならない。
公民権運動や労働組合運動の高揚が教員組合の戦闘化を促したり，教育委員会に対して保護者や草の
根市民運動家や経済界からの圧力が高まったり，人種分離学校廃止や教育費支出の公正性に関わる
訴訟を契機に裁判所が地方教育統治に強い影響を及ぼすようになった。また，州政府や連邦政府が財
政的に主導する各種教育改善プログラムを地方学区で実施する責任が増加し，それに伴う上位政府に
よる地方教育統治への積極的関与が教育長の裁量を狭め職務遂行に影響を及ぼすようになった。1960
年代以降しだいに教育長は教育委員会外部からの人種的，階級的，経済的，政治的な圧力や，州や連
邦の裁判所判決などからの影響に直接にさらされるようになったのである。
P.T.ヒル（Paul T. Hill）によれば，だれしもが子どものことを気にかけて教員や教育行政官や教育
委員に就いているものの，こうした善意は，特に大都市の場合，学校が貧困や社会的混乱の重荷を中
心的に担わされ，各種の規制や政治的に決定された政策によっても，最終的には押しつぶされてしま
う。そして，教育委員会が主要な利益集団との離合集散を繰り返すことで混沌とした首尾一貫性のな
い政策と司令塔の不安定化がもたらされており，多数の大都市教育長はこれらの離合集散の「犠牲者」
になっているとヒルは断じている（Hill, 2003: 67）
教育長職の直面する課題として頻繁に指摘されるのは，高い離職率である。同一の学区で長期的・
安定的に教育改善に向けたリーダーシップを発揮するのに十分な期間を確保することができないま
ま，あまりにも多くの教育長が不本意にも他の学区に移って行かざるを得ない状況が明らかになって
いる。たとえば，1994年と 2004年の間におよそ 1100万人の児童生徒が学んでいる 35の都市学区で
は 135名の教育長（臨時を含む）が任命されている（Glass, 2008: 296）10）。
短期間での教育長の離職は教育委員会と地元の学校に困惑と混乱を引き起こす。そして新教育長が
着任しても基本方針の浸透には階層的な官僚制を通過して数週間かかり，それまでの改革への取り組
みは切断され新たな高コストのプログラム（特効薬）が導入され実施される。たいていの新任教育長
はテスト得点の向上を目指すようにとの学区民や教育委員会からの圧力を感じる。そして，教育長は
代替的改革方策を検討するものの，それは後任者によって捨てられる運命にある（Glass, 2008: 305）。
教育長の離職／着任は平均的には 6～ 7年毎に起こるが，対立的な学区では 2～ 3年おきに起こる
ことになる。教育長の在職についてのデータによると安定的な教育委員会ならびにコミュニティでは
質の高い教育長を引きつけることができ，長期に在職する傾向を示すのに対して，貧困，高失業率，
非識字者，人種対立の見出される学区ではその逆の傾向を示すことが分かっている（Glass, 2003: 
2108）。
教育長の離職率が高い要因として，教育委員間対立の犠牲，政治的影響力からの脆弱性，メディア
からの攻撃が指摘できよう。特定の教育問題について確執を生じているときに，委員が教育長からの
支持を取り付けようとすることは想像に難くない。もし教育長が中立的な立場を貫こうとするならば
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「両対立グループから疎外されるだけである」し，「教育長と教育委員会の対立としてみなされる委員
会内の不和を調整できる外部の中立的な関係者はほとんどいない」ことが教育長の離職の重要な要因
である（Glass, 2003: 2110）。また，多くの都市教育長は典型的な 4年の任期を全うできずに離職する
が，教育委員の交替が教育長の高い離職率をもたらしている。というのは，新たに選出された教育委
員は自分たちで教育長を選出したいと考え，このことは特別利益集団の支援する候補者が委員に当選
した際に顕著に表れる（Glass, 2008: 299）。
二点目の政治的影響力については，教育上の意思決定を自治体一般行政とは分離する教育と政治と
の分離という伝統がすでに曖昧となり，政治が直接に教育に介入する場合が見出されるために，「教
育長はしだいに地方政治家，特に市長の政治的な統制に脆弱となっている」（Hunter,1997:219-220）
ことである。たとえば，政治家は再選されるために教育を手段として活用し，教育達成の成否それ自
体にはあまり関心を持たないし，このことは教育委員に関しても当てはまる。政治家も教育委員も教
育システムの失敗の直接的な責任者であるとして教育長を非難するし，市民もトップレベルの政治家
の責任であるとは見なさない（Hunter, 1997: 225）。
三点目のメディアからの攻撃について触れよう。特に大都市に当てはまることであるが，主要なテ
レビ局や日刊紙などのマスメディアは学校で起こっている混乱や教員のストライキや教育委員あるい
は教育長に対する市民からの非難やその他の論争について詳細に報じており，良いニュースはたいて
い控えられ悪いニュースは誇張される（Cronin, 2003: 179）。かくして市民は過度に誇張されたメディ
ア報道を通して，公教育の惨状についての責任を容易に教育長に転嫁することになる。
以上のように，教育長が学区教育統治において中核的な位置を占めるようになったとしても，取り
巻く状況は決して楽観視できるものではない。特に大都市部に着任している教育長にとって，社会
的・経済的・政治的な変動が教育長職の地位を揺さぶる構造が出来上がっている。そのことが教育長
の高い離職率の引き金となり，安定的な教育統治を困難にしている。
（4）教育長のリクルートと教育委員会事務局
現代の都市教育長は就任するやいなやいばらの道を歩かされることになる。そのために経験豊富で
有能な教育長の発掘は容易ならざる仕事となる。このことについて，T.E.グラス（Thomas E. Glass）
は以下のように述べている。すなわち，ほとんどの都市学区で見出される政治的不安定性と混沌と
した状況によって窮地に陥っている公選教育委員会で意欲を持って勤務しようとする非常に成功を収
めた郊外学区の教育長はめったにいない。公選教育委員会の不安定性，極度に批判的なメディア，乏
しい資源，非現実的なテスト得点への期待などがこの職業における有能な多くの人々を躊躇させてし
まっている（Glass, 2008: 308）11）。このように，有能で経験豊かな教育長の充員に困難を来している
のが実態である。ところが，たとえ有能な教育長を見出すことができなくとも，教育長を支える事
務局が確固とした組織で円滑に教育管理業務をこなせば，教育活動の展開に支障を来すことはなかろ
う。しかしながら，事務局と教育長との関係についても教育長の職務遂行の隘路となる要因が潜んで
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いる。
教育委員会事務局が 1960年代以降に組織としての規模を拡大したことに伴う問題点，特に教育長
との関係における問題点をヒルは以下のように述べている。1960年代以降の連邦と州からの使途特
定補助金が増加し，その資金を管理するために特別の部署が設置され事務局職員が増員されてきた。
人種分離学校廃止の推進や公正性の確保を図る学区の法的責任が強化されると行政事務が増し職員数
も拡大した。また，学区が教員組合との複雑な労働協約を締結するようになったことや連邦政府の命
令に応じるために助言組織を作ったことなども事務局膨張の要因である。そして学校改革を目的とし
て多様な組織がいったん設置されると，多くの組織はそのまま存続する。こうして肥大化した教育委
員会事務局は，特に大都市教育委員会事務局は，教育長や学区リーダについての研究が明らかにして
いるように，独自の文化と意図を持つようになり，教育長と学校の間の意思伝達を常に歪めるように
なる。それに加えて教育委員会事務局は多額の教育費を統制してもいる（Hill, 2004: 79−80）。
権限関係としては教育長の指揮命令の下に事務局が業務を遂行することになっているにもかわら
ず，学区の規模が大きくなればなるほど，つまり大都市学区であればあるほど事務局職員数が増加し
教育行政組織が肥大化し，学校の管理運営の際に官僚制的運営に依拠せざるを得ず，必然的に官僚制
の逆機能にも遭遇することになる。この弊害の克服に腐心することも特に都市部の教育長に課せられ
た役割となっている。
まとめにかえて
本論文では，まずアメリカの教育長職の設置と発展について概観した。教育長は，当初においては
実質的な権限を持つことなく，単に教育に関わる定型的事務に従事していたものの，教育委員が担っ
ていた機能を次第に教育長に移しながら，専門職としての地位の確立に心血を注ぎ，社会的認知を
獲得していった。19世紀末から 20世紀初期にかけての専門職の確立と，その後の教育長養成の組織
化・体系化を経て，20世紀半ばには地方学区の運営に不可欠の存在としてプレゼンスを高めるよう
になった。
教育長の属性は，全米平均のデモグラフィー，人種・民族，性別，学歴などに関して著しい相違
がある。また，近年の刮目すべき傾向として，教員や校長や教育委員会等の教育・教育行政関係以外
の出身の教育長が一部の都市で見出されることである。同じく特異な傾向として，教育行政の大学院
レベルの教育を受けていない，他の職業キャリアを持つ人々が財団運営の 1年未満の教育プログラム
履修によって教育長として赴任する教育行政職者の新たな養成ルートが切り開かれつつあることであ
る。これらの傾向が今後とも継続し強化されていくのか否かについて注視しておく必要があろう。
近年の教育長の役割として教育長が教員，父母，納税者と協力しながら共通の教育ビジョンを構築
することが強く要請されており，そのために諸当事者の間の活発なコミュニケーションを図るコミュ
ニケーターとしての役割が求められるようになっている。この要請は今後強まることはあれ弱まるこ
とは決してないであろう。ところが，これらの多様な役割を遂行する際に教育長はいくつもの障害に
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直面している。教育委員会内の対立に巻き込まれたりコミュニティからの強い圧力にさらされたり，
メディアからの集中攻撃にあったりして，任期を全うすることなく早期の離職を余儀なくされている
事例が特に都市部で多く見出される。教育長が専門性に裏付けられて学区民からのそして教員や父母
からの厚い信頼に支えられて使命を果たす時代はとっくに過ぎている。
以上のアメリカ教育長職の歴史的発展や現代的動向について明らかにする中で，わが国の教育長職
を再検討する上で参考になると考えられる諸点について触れておきたい。第一には，アメリカの教
育長職の確立が学区住民や一般行政や教育委員との長期にわたる「戦い」を通して確立されてきたこ
とであり，学界も専門職化を精一杯支えてきた歴史を持っている。ひるがえってわが国の教育行政を
見ると，戦後改革によってアメリカの教育長職制度が短兵急に導入され，当初は教育長免許制を採用
していたものの，その後は専門職としての特性や機能性が少しずつはがされ続けてきている。わが国
における教育長職の再編や改革の議論において専門職性の内実についての検討が不十分であるように
思われる。たとえば，都道府県や政令市でも教育長が教育委員となる 1999年の地方分権一括法によ
る地方教育行政法改正の意味や効果や問題点についての検討はほとんど行われていないのではなかろ
うか。
第二には，教育長就任者の経歴で非教育関係の出身者が見出されることについて，アメリカにおけ
る議論が示唆的なのではなかろうかという点である。非教育関係出身の教育長就任について，わが国
では都道府県や市町村の教育長が中央省庁出身か否か，どこの省庁出身か，一般行政職者の教育長職
への人事異動に関する実態などについての研究は散見される。ところが，教育関係あるいは一般行政
の以外の分野に従事していた人の教育長就任についての研究はほとんどなされていない。事例がわず
かであるから研究の価値がないと見なすのではなく，その意義や課題についての掘り下げた研究は必
須なのではなかろうか。
第三に，教育長養成に関するアメリカでの近年の動向について綿密に研究することは，わが国の
教育長の養成や研修にとって貴重な示唆を与えてくれるのではなかろうか。たとえばわが国の教育長
養成プロセスが体系化されているとは決して言えない状況である。校長経験者，教育委員会事務局経
験者，ないしは一般行政職経験者が教育長に就任するというパターンが圧倒的多数である。著しい社
会変化のただ中にあって教育や学校や子どもも常に変化しており，刻々の教育課題の変化に即応した
教育行政や教育政策が要請されている。教育長がその役割を十全に果たすために必要な知識や技術や
態度の継続的更新を可能にする養成と研修システムの構築はアメリカのみならずわが国でも急務であ
ろう。
（付記）本研究は平成 23年度科学研究費補助金基盤研究（C）「米国の州と市長による教育行政の
包摂と学校民営化政策の導入に関する調査研究」（代表 :小松茂久）（課題番号 : 23531087）による研
究成果の一部である。
103アメリカ現代地方教育統治の再編と課題（小松）
注
 1） 佐々木（2006）と河野（2007）が代表的な研究である。佐々木の研究は，教育行政をめぐる国と地方の関係
の見直しや，学校と教育委員会との関係ならびに学校と保護者との関係の見直しが進められている中で，つ
まり地方分権化や学校を基盤とした改革が進められようとしている中で，教育委員会における教育長の専門
的指導性の再考が促されていることを研究の端緒としている。そしてわが国教育長の職務権限，職務遂行能
力，リーダーシップなどに関してアンケート調査等を活用しながら詳述している。河野の研究は，教育長の
職務活動の実態ならびに特質や職務遂行能力について，質問紙調査やインタビュー調査を通して明らかにし
たものである。また，本論文との関連でいえば，教育長のリーダーシップに関するアメリカでの研究動向に
ついて言及しており非常に重要な論点を検討しているが，それはあくまでもわが国の教育長のリーダーシッ
プ研究に資する範囲での検討である。
 2 西東（1994）は州レベルでの教育長の権限およびリーダーシップと教育長選出との関連性について論及して
いる。西東（2001）（2002）（2008）の主題はそれぞれ，教育長の学歴やキャリアパターンと専門性との関連
についての分析，教育長の役割の類型化とアドミニストレーション能力との相互関係，伝統的専門職と教育
長職の専門性の相違について考察を加えている。照屋（2009）の論文は教育長のリーダーシップ行動におけ
る協働性の意義について事例研究を踏まえてつぶさに検討しており，貴重な研究成果となっている。
 3） 教育長は単に “superintendent” と表記されたり “district superintendent”， “school superintendent”， “superin-
tendent of schools” と表記されたりすることもある。
 4） 1837年に最初の教育長職が設置されたのはニューヨーク州バッファローとミズーリ州セントルイスであり，
その後 12年以内にボストン，シカゴ，クリーブランド，デトロイト，ニューヨーク，サンフランシスコな
どの諸都市で教育長職が設置されるようになった。バッファローやサンフランシスコでは 19世紀後半から
1920年前後まで教育長職は公選であった（Cronin, 2003: 177）。なお，教育学事典によると1837年にニューヨー
ク市とケンタッキー州ルイビルで最初に設置されたことが記されている（Houston, 2003: 2416）。
 5） 教育長は都市部での学校数の増加に応じた管理業務に対処する加重負担の教育委員会を支える「無給の学校
査察官（unpaid school inspector）」（Alsbury, 2009: 771）として始まったとも評されている。
 6） http://archives.aasa.org/StandUp/content.cfm?ItemNumber=9564〈2011年 10月 16日閲覧〉。
 7） http://archives.aasa.org/career/content.cfm?ItemNumber=229〈2011年 10月 16日閲覧〉。
 8） 以下の財団のホームページに紹介されている。http://www.broadacademy.org/fellows/map.html〈2011年 10
月 16日閲覧〉。
 9） 教育長養成の代替的ルートを作り出そうとしているのは「右派のシンクタンクと経済界の後援するフォーラ
ム」であると主張されている（Blount, 2006: 978）。
10） 近年の調査によると，教育長の在職年数は平均すると 5.48年であり，これは学区規模によって異なり，児童
生徒数 2万 5千名以上の大規模学区では 4.15年であるのに対して，同 5千名以下の小規模学区では 6.03年と
なっている（Hess, 2002: 22）。
11） 先にも触れたが教育長就任に当たっての給与条件が決して悪いわけではないが，人材発掘は困難となってい
る。たとえばグラスは次のように述べている。「近年の事例報告は，都市教育長職への応募者が質的にも量的
にも少なくなってきていることを示している。高い離職率，継続的な対立，極めて困難な職務であるために，
何人かの有能で経験豊かな行政官が 25万ドル超の多額の年収と諸手当を提示されても大都市教育長に応募
しようとしないのは首肯できる…残念ながら結論的には都市教育長職が利益よりも苦痛を伴う職になってし
まっている」（Glass, 2008: 303）。
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